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はじめに 

 
日頃、皆さまには格別のご愛顧をいただき厚く御礼申し上げます。 

 ＪＡ市原市は、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当ＪＡに対す

るご理解を一層深めていただくために、当ＪＡの主な事業の内容や組織概要、経営

の内容などについて、利用者のためにわかりやすくまとめたディスクロージャー誌

「ＪＡ市原市の現況 2026」を作成いたしました。 
 皆さまが当ＪＡの事業をさらにご利用いただくための一助として、是非ご一読い

ただきますようお願い申し上げます。 
 今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 
 

令和８年４月  市原市農業協同組合 
 

（注）本冊子は、農業協同組合法第54条の3に基づいて作成したディスクロージャー誌です。 

 

 

 

 
 
 
 

ＪＡのプロフィール 

 
◇ 設   立  昭和６２年４月   ◇ 組 合 員 数    １５，８２７人 
◇ 本店所在地  市原市国分寺台中央 ◇ 役 員 数        ２７人 
◇ 出 資 金  ３５億円      ◇ 職 員 数       １８９人 
◇ 総 資 産  １，５７６億円    ◇ 本支店・営農センター・店舗数   １７ 

◇ 単体自己資本比率  １３．３７％      
 

令和７年１２月末現在 
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平素より皆さま方には、事業全般にわたり特段のご理解・ご協力を賜り、厚く御礼申し上げま

す。 

昨年は、国際連合が定める「国際協同組合年」であり、協同組合が社会にもたらす価値が改め

て世界的に注目された一年でした。食料安全保障の確立、地域経済の維持、持続可能な農業の推

進など、協同の力が果たす役割は一層重要性を増しています。当ＪＡでは、第 13 次中期３ヵ年

経営計画および市原市農林業振興計画の初年度として、「組合員とともに、次代につなぐ『基盤』

づくり」を取り組みの柱に掲げ、協同の精神を基盤とした、組合員（生産者）の営農と暮らしを

支える事業の強化に努めてまいりました。 

一方で、農業を取り巻く環境は一層厳しさを増した一年となりました。近年顕在化している気

候変動は、猛暑や異常気象という形で生産現場に直接的な影響を及ぼし、作柄や品質の低下、作

業環境の悪化など、多くの生産者が大きなご苦労を強いられました。高温障害による収量減少や

病害虫の多発、水管理や暑熱対策に要する労力・コストの増大などは経営面にも重くのしかかっ

ております。 

さらに、主食用米における情勢については、需給バランスや価格動向、政策の方向性を巡る議

論が続き、生産者にとって経営の見通しが不透明な状況が続きました。生産調整や需給見通しに

関する情報が錯綜する中、資材価格や燃料費の高止まりも重なり、安定した再生産を確保するこ

との難しさが改めて浮き彫りとなり、生産者が安心して営農に取り組める環境づくりが強く求め

られています。 

このような状況のもと、ＪＡは組合員の営農と暮らしを守るため、暑熱・高温対策技術の普及

や栽培体系の見直し、経営安定に向けた情報提供・相談体制の充実、米をはじめとする農産物の

安定販売と適正価格の実現に引き続き取り組んでおります。 

ＪＡは、地域農業の主役である組合員をはじめ、准組合員（地域農業の応援者）、地域住民（消

費者）と連携しながら、地域の農業振興に資する事業を展開してまいります。組合員の声に耳を

傾け、対話を重ねることを基本に、地域の実情に即した事業運営に努めるとともに、将来にわた

り「不断の自己改革」を実践し、総合事業を営むＪＡとしての役割を発揮しながら、農地・農業

を次代につなげるための取り組みを着実に進めてまいりますので、引き続き一層のご理解とご協

力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、皆さま方のご健康とご繁栄を心よりご祈念申し上げ、ごあいさつといたします。 

 

市 原 市 農 業 協 同 組 合 

代表理事組合長 戸谷 利彦 

 あ い さ つ 



１. 経営理念 

  食料・農業・農村が抱える問題は深刻さを増しているなかで、地域農業支

援機関として機能発揮に努め、「地域に愛される JA」をめざして、事業展開

を図り、地域の活性化、繁栄を通じ JA の発展と健全経営の強化に努めます。 

 

２.  経営方針 

【基 本 方 針】 

Ⅰ．JA グループの「めざす姿」 

第 30 回 JA 全国大会（令和６年 10 月 18 日開催）において、 JA グループ

の存在意義は「協同活動と総合事業で食と農を支え、豊かなくらしと活力ある

地域社会を実現する」ことにあると整理しました。 

これを受けて、JA グループ千葉は、「食と農を基軸として地域に根ざした協同

組合」として、「めざす姿」を以下のように定義しました（第 39 回 JA 千葉県

大会：令和６年 12 月 24 日開催）。 

 

（１）地域の農業を守り育て消費者の信頼に応え、安全で安心な千葉県農産物

を持続的・安定的に供給することによって、農家組合員の所得増大を支援して

いる姿  

（２）JA 総合事業を通じて、協同の力で豊かな暮らしやすい地域社会の実現

に貢献している姿  

（３）次世代の組合員・地域の方々とともに、食と農を基軸として地域に根ざ

した協同組合として、存立している姿  

（４）協同組合としての役割を発揮する土台として、健全で持続可能な JA 経

営基盤が強化され、収益性や健全性が確保された姿  

 

 

Ⅱ．取組戦略（柱）について  

JA 全国大会では、「めざす姿」を実践・実現するための具体的取り組みとして、

「農業所得の増大」「組合員数の維持・拡大」「事業収益性の向上」を重点目標

とし、以下の５つの取組戦略を設定しました。  

 

（１）食料安全保障への貢献（食料・農業戦略）  

（２）豊かなくらし・地域社会の活性化（くらし・地域活性化戦略）  

（３）JA の仲間づくり（組織基盤強化戦略）  

（４）健全・強固な経営基盤の確立（経営基盤強化戦略）  

（５）農業・JA への理解・共感の醸成（広報戦略） 

 

当 JA においても、JA グループの一員として「めざす姿」を共有し、これまで
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の成果と課題を踏まえ、地域農業を維持するための「生産者の育成」と「農業

者の所得向上」、減少傾向にある「正組合員及び職員の確保、それを支える経営

基盤の確立」を重要課題と捉え、重点実践事項としました。 

 

 

【基 本 目 標】 

Ⅲ．基本目標と取り組みの柱 

 

基本目標Ⅰ．農を次代に、くらしやすい地域社会の実現（農業振興・生活支援

策、持続可能な未来へ向けたＪＡの役割発揮） 

１．持続可能な食料生産と地域農業の確立 

２．環境と調和した持続可能な農業の実現 

３．農業所得の増大と国産農産物の安定供給 

４．担い手ニーズへの対応強化に向けた営農経済事業体制の整備 

５．活動・事業を通じた組合員の豊かなくらしの実現 

 

基本目標Ⅱ．JA の組織基盤の強化、経営基盤の確立（人材育成・収支改善策） 

１．安心して利用していただける財務・組織基盤づくり 

２．人材確保・人づくり 

３．経営管理・経営統制の構築 

４．行動変容を促す広報活動 

 

 

３.経営管理体制 

○ 経営執行体制 

 当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成

される「総代会」の決定事項を踏まえ、総代会において選出された理事により

構成される「理事会」が業務執行を行っています。また、総代会で選任された

監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。 

組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、女性

組織などから理事の登用を行っています。また、信用事業については専任担当

の理事を置くとともに、農業協同組合法第 30 条に規定する常勤監事及び員外

監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。 
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４． 事業の概況 （令和７年度） 

 

全般的な概況 

令和７年度は、国連が定める「国際協同組合年」であり、協同組合が社会に

もたらす価値が改めて世界的に注目された一年でした。食料安全保障の確立、

地域経済の維持、持続可能な農業の推進など、協同の力が果たす役割はますま

す重要となっています。当組合では、第 13 次中期３ヵ年経営計画・ＪＡ市原

市農業振興計画の初年度として、取組戦略の柱としている、「農業所得の増大」

「組合員数の維持・拡大」「事業収益性の向上」に取り組みました。 

組織運営では、「対面」「対話」「傾聴」を重視した活動を継続的に展開し、情

報共有と意見聴取に努めました。年に２回の地区別総代説明会をはじめ、生産

組合・組合員組織の各種会合・視察研修旅行などを実施し、ＪＡ事業への理解

促進と意見集約を図りました。 

営農指導・利用事業では、異常気象の影響を踏まえ、職員が生産者のもとへ

出向き、水稲における「高温対策」「カメムシ対策」等の注意喚起・具体的な対

応策等の説明を行いました。また、中国国内での火傷病の発生による中国産梨

花粉の輸入停止を受け、安定的な生産体制の確保を目的として、梨花粉の確保

事業を本格的に開始しました。 

販売・購買事業では、豊洲市場における初のトップセールスの実施や市へい

ちはら梨の贈呈、学校給食ならびに市内売店・飲食店等へ農産物供給、市内各

種イベントに協賛・提供を通じて、市原産農産物のＰＲに努めるともに、販路

拡大・魅力発信に取り組みました。 

米においては、価格高騰や集荷競争の激化、生産者や農地の減少といった課

題が取り巻く中、各種奨励金の新設や新品種「にじのきらめき」の本格導入に

加え、育苗コスト抑制が見込める推奨資材の情報提供等を行い、生産者の所得

向上・収量増加などにつながる取り組みを進めました。 

経営管理の面では、内部統制システム基本方針に基づき、経営の健全性・透

明性の一層の向上を図るとともに、組合員・利用者に安心して組合を利用いた

だくために、適切な内部統制の構築・運用に努めました。財務リスク（信用・

市場・流動性）については、急激な債券市場金利の上昇による含み損への対応

として、ＡＬＭ委員会にて協議を行い、将来の減損リスク解消を目的に受益証

券５億円を売却しました。 

コンプライアンスリスク（事務ミス・不祥事）についてはコンプライアンス

委員会を定期的に開催し、内部統制機能の整備および実効性の確保を目的とし

た事業運営を行いました。また、組合長に直属した監査室による内部監査を実

施しました。 

この結果、事業利益は 1 億 5,129 万円余、経常利益が 1 億 8,938 万円余、

当期剰余金は 1 億 8,373 万円余となりました。 
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信用事業 

地区担当者の訪問活動により、組合員・利用者宅への訪問を基軸として、窓

口では親切丁寧な対応により身近で選ばれる金融機関となり、いつでも相談で

きる・頼りにされる JA となることを目指しました。 

 

①総貯金残高増に向けた定期貯金キャンペーン（夏・冬）を実施しました。 

総貯金残高 1,471 億 9730 万円（前年比 100.08％） 

②年金受給口座、給与振込口座の指定拡大に取り組みました。 

年金口座 6,296 件（前年比△224 件）給振口座 1,620 件（前年比△5 件） 

③NISA 口座を活用した投資信託も商品に加え、顧客ニーズにそった提案を行

いました。 

NISA 口座 230 件（前年比＋25 件） 

④農業資金、住宅ローン、賃貸住宅資金の取組みによる組合員・利用者の資金

ニーズに対応しました。 

貸出金残高 489 億 1113 万円（前年比 102.48％） 

 

共済事業  

組合員・利用者への寄り添う活動である「３Ｑ訪問活動(全戸訪問活動)」を共

済外務員専任職員が中心となり取り組みました。加入内容説明と保障点検活動

を重点に、組合員・利用者へのつながりを強化しながら、ニーズに応じた普及

に取り組みました。 

 

①生命総合系では相続対策ニーズがある一時払終身共済の普及に取り組みま 

した 

②建物更生共済では未加入物件への保障充足に取り組みました。 

③自動車共済では JA 共済の優位性を伝え新規車両獲得に努めました。 

④次世代対策として子供向けイベント芋ほり体験を実施しました。 

⑤大規模災害に迅速に対応できるように自然災害損害調査員資格取得に努め 

ました。 
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【新契約高ならびに保有高】  

共済種類 

令和７年度新契約高 令和７年度末保有高 

件数 保障契約高 件数 保障契約高 
前年対比

(%) 

長期共済 1,736 1,529,235 万円 39,691 36,075,032 万円 97.8％ 

 うち生命総合系 928 224,680 万円 23,539 9,699,640 万円 94.5％ 

 うち建更 808 1,304,555 万円 16,152 26,375,392 万円 99.0％ 

医療系共済 370 － 6,930 － － 

 
入院共済金額 － 4 万円 － 3,059 万円 93.4％ 

治療共済金額 － 4,599 万円 － 31,188 万円 120.0％ 

介護共済 105 51,348 万円 1,247 362,548 万円 104.7％ 

認知症共済 3 600 万円 94 21,850 万円 97.3％ 

生活障害共済 － － － － － 

 
障害共済金額 3 1,800 万円 84 69,450 万円 96.8％ 

障害年金年額 － －万円 36 3,940 万円 94.9％ 

特定重度疾病共済 7 800 万円 211 26,380 万円 100.3％ 

年金共済 51 2,693 万円 3,406 197,747 万円 98.4％ 

自動車共済 6,370 28,331 万円 6,381 28,684 万円 102.4％ 

※ 令和７年度末保有高うち生命総合系には、医療系共済、介護共済、年金共済の死亡給付金額

（付加された定期特約金額等含む） 

・医療系共済：418,340 万円 

（医療共済 355,280 万円、がん共済 31,100 万円、定期医療共済 31,960 万円） 

・介護共済：248,763 万円 ・年金共済：7,100 万円 

参考 死亡給付金額を含む医療共済保障共済金額：355,280 万円 

※ 介護共済は介護共済金額を表示。 

※ 認知症共済は認知症共済金額を表示。 

※ 特定重度疾病共済は特定重度疾病共済金額を表示。 

※ 年金共済は、年金年額（利率変動型年金にあっては最低保証年金額）を表示。 

※ 自動車共済は、年間払込掛金を表示。 
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農業関連事業 

高温等の影響から病害虫の発生が多く、特に水稲におけるカメムシの被害や

チョウ目害虫の被害が甚大だったため、水稲出荷者等への全戸訪問等情報発信

と指導に努めました。また、梨生産における花粉の確保事業の継続実施、ET 事

業(和牛受精卵移植)による和牛の安定生産に寄与しました。 

 

①無料職業紹介事業や関係企業(全農・JTB)と連携し労働力確保の支援を行い

ました 

労働力支援の実施 紹介数 177 名 派遣人数 ８名 

②梨農家作業支援のため、梨ボランティアを育成しました。 

   ４名育成(年 25 回開催) 

③ET 事業の実施において支援 26 件 

④花粉確保事業による自家採取花粉確保の取り組み。 15 件 

⑤水稲出荷者への全戸訪問を実施し、病害虫の発生状況の確認、防除アドバ 

イスを行いました。 607 件 

⑥SNS を通じた情報発信ツールを導入しました。 初回登録 253 件 

 

生活関連事業 

組合員を中心とした定期健康診断や巡回人間ドック、診断結果報告会を開催

し組合員の健康増進に寄与しました。地域貢献・食育活動の一環として、学校

給食・各種イベントへの市内農産物の提供や農業施設見学の受入を行ったほか、

共済部と連携したサツマイモ収穫体験や農業イベントでの収穫体験を行いまし

た。 

ＪＡ女性組織活動の活性化をめざし、農家レストラン「おもいでの家」の活

動を支援したほか、ＪＡ常勤理事と女性組織メンバーとの意見交換会を開き、

意思疎通・共有を図りました。 
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5．農業振興活動 

 

 

市内産農産物の生産振興活動 

異常気象の影響を踏まえ、職員が生産者のもとへ出向き、水稲における「高

温対策」「カメムシ対策」等の注意喚起・具体的な対応策等の説明を行いました。

また、中国国内での火傷病の発生による中国産梨花粉の輸入停止を受け、安定

的な生産体制の確保を目的として、梨花粉の確保事業を本格的に開始しました。 

 

安全・安心への取り組み 

管内農産物の安全・安心の観点から農産物の残留農薬自主検査を実施しまし

た。また、その他 JGAP の推進、審査への支援。ちばエコ農産物の生産継続に

努めました。 

 

 
地域活動・食農教育への取り組み 
 市内小学生を対象とした社会科見学の受け入れを梨、大根の選果場で行い、

未来の消費者と地域農業への理解や関心を高めました。また、学校給食への市

内産農産物の供給や共済部と連携したサツマイモ収穫体験や農業イベントでの

収穫体験を行いました。 

 

市内産農産物の販売振興活動 

 市原産コシヒカリＰＲを目的に市内各種イベントに協賛・提供をしました。 

また、米・梨を始めとした市原産農産物の学校給食提供により、地産地消と食

育に寄与しました。さらに、市原市と協働し、東京豊洲市場にて市長・組合長

によるトップセールスを実施、市原産農産物（ダイコン・ミツバ・ブーケレタ

ス等）のＰＲを行いました。 
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○全般に関する事項

　当JAは、市原市を事業区域として、農業者を中心とした地域住民の方々が

組合員となって、相互扶助（お互いに助け合い、お互いに発展していくこと）

を共通の理念として運営される協同組織であり、地域農業の活性化に資する

地域金融機関です。

　資産の大半は、組合員の皆様などからお預かりした、大切な財産である

「貯金」を源泉としており、資金を必要とする組合員の皆様方や、地方公共

団体などにもご利用いただいております。

　また、地域の特性を生かした農業振興により安全・安心な食料の安定供給、

環境の保全など農業、農村の多目的機能発揮を通じ地域社会への貢献をめざ

した諸活動を展開し、組合員や地域住民の快適な暮らしを守る生活活動に取

組み、ニーズに応えうる地域に開かれた事業展開をするとともに、JAの総合

事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域の協同

組合として、農業や助け合いを通じた社会貢献に努めています。

１２月末での組合員数は15,827人、出資金は3,545,993千円です。組合員数・出資金

 6
．

地
域

貢
献

情
報

開　示　項　目 開　　　示　　　内　　　容 備　　　　　考

協同組織の特性
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1.地域からの資金調達の状況

金利上乗せ定期貯金

○JA 市原市 相続定期貯金 ・期間１年（自動継続扱）

・相続のお手続き発生時に、被相続人の方が当JAにお預けしていた貯金を ・預入金額５０万円以上

　当JA所定の相続手続により相続された方を対象に取扱い。 ・金利上乗せは当初期間のみ

　（満期後は店頭表示金利にて

自動継続します）

○ＪＡ年金定期貯金 ・期間１年（自動継続扱）

・当JAにて年金のお受け取りをいただいている方を対象に取扱い。 ・預入金額３０万円以上

１,０００万円以下）

・金利上乗せは当初期間のみ

　（満期後は店頭表示金利にて

自動継続します）

○年金受給型定期貯金 ・据置定期貯金（複利）

・当JAにて年金のお受け取りをいただいている方 ・期間５年　（据置期間６ケ月）

・年齢が５８歳以上で、今後年金のお受け取りを当JAに ・預入金額１,０００万円未満

　ご指定いただける方を対象に取扱い。

○ニューマネー定期貯金 ・期間１年（自動継続扱）

・新たな資金で当JAに預入をいただける組合員（組合員家族含む）の方 ・預入金額１０万円以上

　を対象に取扱い。 ・金利上乗せは当初期間のみ

　（満期後は店頭表示金利にて

自動継続します）

（2）貯金商品

開　示　項　目 開　　　示　　　内　　　容 備　　　　　考

（1）貯金残高 １２月末での貯金残高は147,197,307千円です。
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○セカンドステージ応援定期貯金 ・期間6ヶ月または1年

・退職金お受け取り後２年以内で、５５歳以上の方を対象に取扱い。 ・預入金額１００万円以上

３,０００万円以下）

・金利上乗せは当初期間のみ

　（満期後は店頭表示金利にて

自動継続します）

金利上乗せ定期積立貯金

○年金受給口座振替定期積金 ・期間1年以上7年以下

・年金を当JAにて受給されている方を対象に取扱い。 ・1回あたり5,000円以上

（預入方法は口座振替による

　払込みのみ）

（２）貯金商品
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2.地域への資金供給の状況
○１２月末貸付残高は、48,911,133千円です。内訳は下記の通りです。

○農業近代化資金 ・農業近代化資金助成法及び千

　葉県利子補給規則による資金

○農業経営負担軽減支援資金 ・営農に必要な資金により借り

　受けた為に生じた負債の借換

　資金

○中山間地域活性化資金 ・中山間地域で生産される農林

　畜水産物又はその他加工品の

　集荷、販売提供を行う資金

○青年等就農資金 ・農業経営用施設・機械等の

　改良、造成、取得等を行う

　資金

○地域農業者に対する資金メニュー ・日本政策金融公庫取り次ぎ

・農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）

・アグリマイティー資金

・農機ハウスローン

792,163 千円

（2）制度融資取扱い状況

（1）貸出金残高

組合員等 38,659,360 千円

地方公共団体等 9,459,610 千円

その他員外等

開　示　項　目 開　　　示　　　内　　　容 備　　　　　考
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○地域利用者に対する資金メニュー

◎ＪＡ住宅ローン

・一般型

・100％応援型

・借換応援型

◎協同住宅ローン保証住宅ローン

・新築購入コース

・借換コース

◎ＪＡリフォームローン

◎ＪＡマイカーローン

◎JA教育ローン

◎JAフリーローン ・当JAホームページより申込み

◎ＪＡカードローン

◎三菱UFJニコス保証型ローン

◎オリコ保証　

◎ジャックス保証ローン

（3）融資商品
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3.文化的・社会的貢献に関する事項
（地域との繋がり）

○税務相談会・年金相談会の開催

○梨ボランティア活動

○定期健康診断・動脈ドック・巡回人間ドック等の健康管理活動の実施

○農家レストラン「おもいでの家」の運営（季節限定）

○ＪＡ共済交通遺児育英資金街頭募金活動

○消防団協力事業所

○年金友の会会員を対象に9月に落語会を開催し、約６００名のご参加を
　いただきました。

○年金友の会会員を対象に親睦ゴルフコンペを11月に開催し、約80名の
　ご参加をいただきました。

○隔月1回、組合員向けのＪＡ広報誌の発行

〇年2回、准組合員向けのＪＡ広報誌の発行

○ＨＰによる組合員等利用者への情報提供

備　　　　　考

（1）文化的・社会的貢献に関する事項

（2）利用者ネットワーク化への取り組み

（3）情報提供活動

開　示　項　目 開　　　示　　　内　　　容
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7．リスク管理の状況 

◇リスク管理体制 

〔リスク管理基本方針等〕 

  組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より健

全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。 

このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対

応し、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的

な体系を整備しています。 

この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の

実施などを通じてリスク管理体制の充実・強化に努めています。 

 また、昨今の国際情勢をふまえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供

与等の金融サービスの濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでに

なく高まっています。当 JA ではマネロン等対策を重要課題の１つとして位置

付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。 

  ① 信用リスク管理 

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バラ

ンスを含む。）の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのこと

です。当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応

方針を決定しています。また、通常の貸出取引については、本店金融部に融資

課を設置し各支店と連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあた

っては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うととも

に、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸

出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正

に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の

健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金について

は「債権の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化

に努めています。 

 

② 市場リスク管理 

   市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変

動により、資産・負債(オフ･バランスを含む。)の価値が変動し、損失を被るリス

ク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。主

に金利リスク、価格変動リスクなどをいいます。金利リスクとは、金利変動に伴

い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在している

中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいいま
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す。また、価格変動リスクとは、有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減

少するリスクのことです。 

当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコント

ロールすることにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財

務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負

債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財

務構造の構築に努めています。 

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境

分析及び当ＪＡの保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、

理事会において運用方針を定めるとともに、ＡＬＭ委員会を定期的に開催して、

日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定し

た運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買

やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理

部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を

行い経営層に報告しています。 

 

③ 流動性リスク管理 

   流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必

要な資金確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀

なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等に

より市場において取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を

余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）のことです。 

当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、安定的な流動性の確保に努めてい

ます。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素

と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針

などの策定の際に検討を行っています。 

  

④ オペレーショナル・リスク管理 

 オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、シス

テムが不適切であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことで

す。当ＪＡでは、収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや

市場リスク及び流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、システ

ム、法務などについて事務処理や業務運営の過程において、損失を被るリスク

と定義しています。事務リスク、システムリスクなどについて、事務手続にか

かる各種規程を理事会で定め、その有効性について内部監査や監事監査の対象

とするとともに、事故・事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握して理
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事会に報告する体制を整備して、リスク発生後の対応及び改善が迅速・正確に

反映ができるよう努めています。 

 

⑤ 事務リスク管理 

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こす

ことにより金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多様化

や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備す

るとともに、自主検査・自店検査を実施し事務リスクの削減に努めています。ま

た、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図るとともに、

内部監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施しています。 

 

⑥ システムリスク管理 

   システムリスクとは、コンピューターシステムのダウン又は誤作動等、シス

テムの不備に伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピューターが不正

に使用されることにより金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡ で

は、コンピューターシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用に努めて

います。 

 

◇法令遵守体制 

〔コンプライアンス基本方針〕 

当 JA は、ＪＡの担う基本的使命・社会的責任を果たし、組合員や利用者の

多様なニーズに応える事業を展開し、社会の信頼を確立するため、当 JA の役

職員一人一人が、高い倫理観と強い責任感を持って、日常の業務を遂行します。 

また、創意と工夫を活かした質の高いサービスと、組合員の目線に立った事

業展開により、地域社会の発展に貢献し、関連する法令等を厳格に順守し、社

会的規範に基づき、誠実かつ公正な業務運営を遂行します。 

経営情報の積極的かつ公正な開示をはじめ、広く地域社会とのコミュニケー

ションの充実を図るとともに、透明性の高い職場風土を構築し、信頼の確立を

図ります。 

社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、確固たる信念を

もって、排除の姿勢を堅持します。 

〔コンプライアンス運営態勢〕 

  コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、組合長を委員長

とするコンプライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンスの推進

を行うため、本店各部門・各支店にコンプライアンス責任者と担当者を設置し

ています。 
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  基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュ

アル」を策定し、研修会を行い全役職員に徹底しています。 

  毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努めると

ともに、統括部署を設置し、その進捗管理を行っています。 

  
 

 

◇金融 ADR 制度への対応 

 ①苦情処理措置の内容 

  当 JA では、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、

その内容をホームページ・チラシ等で公表するとともに、JA バンク相談所や

JA 共済連とともに連携し、迅速かつ適切な対応に努め、苦情等の解決を図りま

す。 

 

 ・当 JA の苦情等受付窓口は下記のとおりです。 

  本店営業 0436-23-8611     市津支店 0436-74-2111 

  三和支店 0436-36-1331     南総支店 0436-92-1241 

  八幡支店 0436-41-0655     月崎支店 0436-96-0003 

  五井支店 0436-21-0171     姉崎支店 0436-61-0073 

        

        

 ・信用事業は、最寄りの窓口のほか下記の窓口でも受け付けます。 

    ●相談・苦情等総括部署（金融部業務課）受付窓口 

     電話番号：0436-23-8555 

     受付時間：月～金曜日 午前 9 時～午後 3 時 

          （金融機関の休日を除く） 

 

    ●一般社団法人ＪＡバンク相談所 

     電話番号：03-6837-1359 

     受付時間：月～金曜日 午前 9 時～午後 5 時 

              （金融機関の休業日を除く） 
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・共済事業は、最寄りの窓口のほか下記の窓口でも受け付けます。 

    ●相談・苦情等総括部署（共済部業務査定課）受付窓口 

     電話番号：0436-36-6611 

     受付時間：午前 9 時～午後 3 時 

         （金融機関の休業日を除く） 

    ●JA 共済相談受付センター（JA 共済連 全国本部） 

     電話番号：0120-536-093（フリーダイヤル） 

     受付時間：午前 9 時～午後 6 時（月曜日～金曜日） 

          午前 9 時～午後 5 時（土曜日） 

     （日・祝祭日および 12 月 29 日～1 月 3 日を除く） 

 

  ②紛争解決措置の内容 

   当 JA では、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。 

 ・ 信用事業 

    ●東京弁護士会紛争解決センター 

     電話番号：03-3581-0031 

     受付時間：午前 9 時 30 分～12 時 午後 1 時～3 時 

     月曜日～金曜日（祝日、年始年末を除く） 

 

    ●第一東京弁護士会仲裁センター 

     電話番号：03-3595-8588 

     受付時間：午前 10 時～12 時  午後 1 時～4 時 

     月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く） 

 

 ●第二東京弁護士会仲裁センター 

     電話番号：03-3581-2249 

     受付時間：午前 9 時 30 分～12 時  午後 1 時～5 時 

     月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く） 

 

  信用事業は①の窓口または、JA バンク相談所（一般社団法人 JA バンク・

JF マリンバンク相談所、電話：03-6837-1359）にお申し出ください。 

なお、上記、東京三弁護士会に直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能

です。 

 

  また、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会（以下「東京三

弁護士会」という）の仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申し
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立てについて、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続き

を進める方法があります。 

  (1) 現地調停：東京の弁護士会のあっせん人と東京以外の弁護士会のあっせん

人が弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等に

より、共同して解決に当たります。 

  (2) 移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。 

※ 現地調停、移管調停は全国のすべての弁護士会で行えるわけではありませ

ん。具体的内容は千葉県ＪＡバンク相談所または東京三弁護士会仲裁セン

ター等にお問い合わせください。 

 

・ 共済事業 

（一社） 日本共済協会 共済相談所 （電話：03-5368-5757） 

      https://www.jcia.or.jp/advisory/index.html 

（一財）  自賠責保険・共済紛争処理機構 

           https://www.jibai-adr.or.jp/ 

（公財） 日弁連交通事故相談センター 

           http://www.n-tacc.or.jp/ 

（公財）  交通事故紛争処理センター 

            http://www.jcstad.or.jp/ 

 日本弁護士連合会 弁護士費用保険ＡＤＲ 

     （https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html） 

各機関の連絡先（住所・電話番号）につきましては、上記ホームページをご

覧いただくか、①の窓口にお問い合わせ下さい。 

 

 ◇内部監査体制 

   当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわ

たる管理及び各部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観

点から検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・

改善に努めています。 

   また、内部監査は、ＪＡの本店・支店・センターのすべてを対象とし、中期

及び年度の内部監査計画に基づき実施しています。監査結果は代表理事組合長

及び監事に報告したのち被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善取

り組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理

事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、直ちに理事

会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講じています。 
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８．自己資本の状況 

◇自己資本比率の状況 

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニー

ズに応えるため、財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。  

内部留保に努めるとともに、不良債権処理及び業務の効率化等に取り組んだ

結果、令和７年 12 月末における自己資本比率は、13.37％となりました。 

 

 ◇経営の健全性の確保と自己資本の充実 

   当ＪＡの自己資本は、主に組合員の普通出資によっています。 

○ 普通出資による資本調達額   

項  目 内  容 

発行主体 市原市農業協同組合 

資本調達手段の種類 普通出資 

コア資本に係る基礎項

目に算入した額 
3,545 百万円（前年度 3,６０２百万円） 

 

   当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な

自己資本比率を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リ

スクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図るととも

に、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。 

   また、平成 19 年度から、信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リ

スクなどの各種リスクを個別の方法で質的または量的に評価し、リスクを総体

的に捉え、自己資本と比較・対照し、自己資本充実度を評価することにより、

経営の健全性維持・強化を図っております。 
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９．主な事業の内容 

（1）主な事業の内容 
 ＪＡはさまざまな事業部門を備えた総合的な事業体として、地域の皆さまの暮らしに

大きくかかわっています。 

 

≪信用事業≫ 

 

 信用事業は、貯金、貸出、為替などいわゆる銀行業務を行っています。この信用事業

は、ＪＡ・信連・農林中金という３段階の組織が有機的に結びつき、「ＪＡバンク」と

して大きな力を発揮しています。 

また、組合員をはじめ利用者のくらしの向上と地域社会の発展に役立つ事業活動を展

開し、金融サービス機能の充実をさらにすすめ、営農と生活の改善・向上を図ることを

目的として、地域の皆さまの期待と信頼に応えてまいります。 

  

＜貯金業務＞ 

 組合員の方はもちろん、地域の皆さまからの貯金をお預かりしています。 

 普通貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金を目的・期間・

金額にあわせて、ご利用いただけます。 

 また、公共料金、都道府県民税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、

給与振込等もご利用いただいております。 

 

主な貯金商品一覧（種類、特徴と内容、預入期間、預入金額） 

種  類 預 入 期 間 預 入 金 額 特  徴 

当座貯金 入出金自由 
1 円以上 1 円

単位 

お引き出しは、小切手・手形をご使用いただきます。頻繁なお取引に

も効率的にご利用いただけます。 

普通貯金 入出金自由 
1 円以上 1 円

単位 

いつでも出し入れ自由でお財布代わりになります。現金のほか、小切

手、手形などもご利用できます。 

総合口座 入出金自由 
1 円以上 1 円

単位 

普通貯金と定期貯金が通帳 1 冊でご利用いただけます。また、普通貯

金残高を超えるお支払いの場合でも自動融資がご利用いただけます。

（ただし、定期貯金残高合計額の 90％、最高 200 万までとなります。） 

決済用貯金 入出金自由 
1 円以上 1 円

単位 

普通貯金無利息型、総合口座（普通貯金無利息型）。貯金保険制度によ

り貯金の全額保護が受けられます。 

貯蓄貯金 入出金自由 
1 円以上 1 円

単位 

引き出し自由で、毎日の残高に応じた金額階層別の利率が適用になり

ます。 

納税準備貯金 入金自由 
1 円以上 1 円

単位 

税金納付のための貯金で、お引き出しは原則納税時のみで、納税時の

引き出しは非課税となります。 

通知貯金 
期間の定めはありません。

但し、7 日間の据置が必要

となります。 

50,000 円以上

1 円単位 

短期資金運用に最適です。但し、解約する場合は解約の 2 日前までに

当方へのご連絡が必要となります。 

スーパー定期貯金 
単利型：1・2・3・6 ケ月、

1・2・3・4・5・7・10 年 

複利型：3・4・5・7・10 年 

1 円以上 1 円

単位 

目的に合わせて有利なプランでご利用いただけます。１ヵ月以上１０

年未満のご都合のよい日を満期日とする期日指定方式もご利用いただ

けます。 

大口定期貯金 
1・2・3・6 ケ月 

1・2・3・4・5・7・10 年 

1,000 万以上

1 円単位 

まとまった資金の運用に最適な定期貯金です。スーパー定期と同様に

期日指定もご利用いただけます。 
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種  類 預 入 期 間 預 入 金 額 特   徴 

期日指定定期貯金 最長預入期間 3 年 
1 円以上300 万

未満 1 円単位 

1 年複利でお預け入れは最長 3 年です。1 年過ぎればご希望の日に約

定利率でお引き出しができます。(但し、満期日の指定をされる時は、

その 1 ヵ月前までに当方へのご連絡が必要となります。 

据置定期貯金 
最長 5 年、据置期間

6 ヶ月 

1 円以上 1,000

万円未満1円単位 

据置期間 6 ヶ月経過後、任意の日に貯金の全部または一部について何

回でも払戻しができます。但し、一部支払いについては、1 回あたり

１万円以上１円単位となります。 

一般財形貯金 積立期間 3 年以上 
1 円以上 1 円

単位 

お給料やボーナスから自動的に天引きされる、確実でお得な貯蓄です。

目的に合わせてお積立てください。お勤めの方であれば、年齢制限は

ありません。 

財形住宅貯金 積立期間 5 年以上 
1 円以上 1 円

単位 

マイホーム実現のための資金としてご利用いただけます。満 55 歳未

満のお勤めの方に適用されます。 

財形年金貯金 積立期間 5 年以上 
1 円以上 1 円

単位 

退職後の生活資金づくりに最適の貯蓄です。満 55 歳未満のお勤めの

方に適用されます。 

定期積金（定額式） 
6 ヶ月以上 

10 年以下 

1,000 円以上

1 円単位 

毎月一定の金額を積み立てますと、ご希望の満期日にご契約金額が受

け取れます。 

※詳しい内容は、ＪＡの担当者にお問い合わせください。 

 

＜融資業務＞ 

 農業専門金融機関として、農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、組合員

の皆さまの生活を豊かにするための生活改善資金等を融資しています。 

 また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆さまの暮らしに必要な資金や、地方

公共団体、農業関連産業・地元企業等、農業以外の事業へも必要な資金を貸し出し、農

業の振興はもとより、地域社会の発展のために貢献しています。 

 さらに、株式会社日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸付、個

人向けローンも取り扱っています。 

 

主な貸出商品一覧 

種   類 借 入 期 間 融 資 金 額 特   徴 

農 
業 
関 

連 

資 

金 

制度資金 資金使途により対応 
農業近代化資金、農業経営負担軽減支

援資金、就農支援資金等 

アグリマイティー資金 原則 15 年以内 
（長期運転資金は 5 年以内） 

事業費の 100%範囲内(再生可

能 エ ネ ル ギ ー 対 応 資 金 は

10,000 万円以内） 

農業生産に必要な資金 

（但し、負債整理、生活関連事業は除

きます） 

JA 農機ハウスローン 15 年以内 

1,800 万円以内（本ローンを

複数ご利用いただく場合、残高

合計が 1,800 万円を超えるこ

とはできません。） 

農機具の購入、点検、修理、車検、購

入に付帯する諸費用、他行農機具ロー

ンの借換 

パイプハウス等資材、建設費用 

格納庫建設資金 

賃貸住宅資金 
原則 35 年以内 

（借換の場合は当初お借

入れ期間の残存期間内） 

総事業費以内 
賃貸住宅の取得・新築・改築・リフォ

ーム・他行からの借換 

JA 住宅ローン（一般） 50 年以内 
20,000 万円以内 

（原則、所要金額の 80％以内） 

住宅の新築・増改築・購入(マンショ

ン・中古住宅を含む) 

住宅用土地の購入 他行ローンの借換 

JA 住宅ローン（100％応援型） 50 年以内 
20,000 万円以内 

（原則、所要金額の 100％以内） 

住宅の新築・増改築・購入(マンショ

ン・中古住宅を含む) 

JA 住宅ローン（借換応援型） 40 年以内 20,000 万円以内 
他行ローンの借換（借換に伴う諸費用

含む） 

JA リフォームローン 1 年以上 20 年以内 
1,500 万円以内 

（所要金額の範囲内） 

住宅の増改築・改装・補修資金および

住宅に付帯する施設等の住宅関連設備

資金 

JA 教育ローン 
据置期間を含め最長

15 年 
1,000 万円以内 

教育施設へ支払う入学金・授業料・学費 

アパートの家賃等 
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種   類 借 入 期 間 融 資 金 額 特   徴 

ＪＡマイカーローン 15 年以内 1,000 万円以内 

自動車・バイクの購入および購入に付

帯する諸費用、自動車等の点検・車検・

修理費用、保険掛金、運転免許取得の

ための資金、他行ローンの借換資金等

（但し、営業用自動車は除きます） 

ＪＡ多目的ローン 10 年以内 500 万円以内 

生活に必要とする一切の資金（資金使

途が確認可能なもの、但し、負債整理

資金・営農資金・事業資金等は除きま

す） 

ＪＡカードローン 1 年毎の更新 10 万～300 万円以内 お使いみち自由 

W 

 

E 

 

B 

 

ロ 

 

｜ 

 

ン 

オリコ保証 

目的型ローン 
10 年以内 1,000 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。生活に必要とする一切の資金（資

金使途が確認可能なもの、但し、負債

整理資金・営農資金・事業資金等は除

きます） 

保証料は一括前払い方式となります。 

オリコ保証 

マイカーローン 
10 年以内 1000 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。自動車・バイクの購入および購入

に付帯する諸費用、自動車等の点検・

車検・修理費用、保険掛金、運転免許

取得のための資金、他行ローンの借換

資金等（但し、営業用自動車は除きま

す） 

ジャックス保証 

マイカーローン 
10 年以内 1,000 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。自動車・バイクの購入および購入

に付帯する諸費用、自動車等の点検・

車検・修理費用、保険掛金、運転免許

取得のための資金、他行ローンの借換

資金等（但し、営業用自動車は除きま

す） 

ジャックス保証 

教育ローン 

16 年 10 ヶ月以内 
（据置期間含む） 

（借換の場合は当初お借

入れ期間の残存期間内） 

1,000 万円以内 
ホームページよりお申込みいただけま

す。教育施設へ支払う入学金・授業料・

学費、アパートの家賃等 

ジャックス保証 

リフォームローン 

20 年以内 
（借換の場合は当初お借入

れ期間の残存期間内） 

1,500 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。住宅の増改築・改装・補修資金お

よび住宅に付帯する施設等の住宅関連

設備資金 

ジャックス保証無担保住

宅借換ローン 

20 年以内 
（但し、借換対象ローン残

存期間に 3 年間を加算し

た期限が上限となります） 

2,000 万円以内 
（自営業者：1,000 万円以内） 

但し、借換住宅ローンの残高が 

上限となります。 

ホームページよりお申込みいただけま

す。住宅ローンの借換資金、住宅ロー

ンの借換資金と同時に行うリフォーム

資金 

ジャックス保証 

目的ローン 
8 年以内 500 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。生活に必要とする一切の資金（資

金使途が確認可能なもの、但し、負債

整理資金・営農資金・事業資金等は除

きます） 

保証料は分割後取り方式となります。 

ジャックス保証 

フリーローン 
8 年以内 300 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。お使いみち自由（但し、事業性・

負債整理資金は除く） 

三菱ＵＦＪニコス保証 

マイカーローン 
15 年以内 1,000 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。自動車・バイクの購入および購入

に付帯する諸費用、自動車等の点検・

車検・修理費用、保険掛金、運転免許

取得のための資金、他行ローンの借換

資金等。（但し、営業用自動車は除きま

す） 

三菱ＵＦＪニコス保証 

教育ローン 

15 年以内 
（据置期間含む） 

（借換の場合は当初お借

入れ期間の残存期間内） 

1,000 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。教育施設へ支払う入学金・授業料・

学費、アパートの家賃等、他行ローン

の借換資金等 
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三菱ＵＦＪニコス保証 

リフォームローン 
15 年以内 1,500 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。住宅の増改築・改装・補修資金お

よび住宅に付帯する施設等の住宅関連

設備資金、他行ローンの借換え資金。 

三菱ＵＦＪニコス保証 

多目的ローン 
10 年以内 1,000 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。生活に必要とする一切の資金（資

金使途が確認可能なもの、但し、負債

整理資金・営農資金・事業資金等は除

きます） 

三菱ＵＦＪニコス保証 

フリーローン 
10 年以内 500 万円以内 

ホームページよりお申込みいただけま

す。生活に必要な一切のご資金（但し、

負債整理資金・営農資金・事業資金等は

除きます） 

保証料は分割後取り方式となります。 

三菱ＵＦＪニコス保証 

カードローン 
１年毎の更新 500 万円以内 生活に必要な一切のご資金 

※詳しい内容は、ＪＡの担当者へお問い合わせください。 

 

＜為替業務＞ 

 全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為

替網で結び、当ＪＡの窓口を通して、全国のどこの金融機関へも振込・送金や手形・小

切手などの取立が、安全・確実・迅速にできます。 

 

＜その他の業務及びサービス＞ 

 当ＪＡでは、コンピュータ・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、各種自

動支払いや事業主の皆さまのための給与振込サービス、自動集金サービスなど取り扱っ

ています。 

 また、国債（新窓販国債、個人向け国債）の窓口販売の取り扱い、全国のＪＡでの貯

金の出し入れや銀行、信用金庫、コンビニエンス・ストアなどでも現金引き出しのでき

るキャッシュサービスなど、いろいろなサービスに努めています。 
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【 振込・送金手数料 】

定時自動送金振込手数料はATMご利用のカード利用と同額となります。

【 手形・小切手帳など代金 】 【 硬貨整理・両替手数料 】

※ご注意ください。

　・両替枚数は、ご持参された硬貨の合計枚数と

　　お持ち帰りされる合計枚数のいずれか多い枚数

　　となります。

【 発行・再発行手数料 】 　・窓口へのご来店者様が複数の口座、ご家族様

　　等のお口座をお持ちになった場合でも、合計で

　　1日50枚までが無料となります。

　・算定に対する手数料とさせていただくため、算定

　　後にお取引を取りやめる場合も手数料をいただ

　　きます。

　・現金での貯金払戻しの際に金種をご指定された

　　場合も手数料をいただきます。

 定 型 外：当JAが定めた様式以外で証明書を発行する場合。 　・枚数を数えてご来店された場合も、ＪＡにて精査

    しますので手数料をいただきます。

　・窓口来店、外務訪問いずれの場合も対象とさせ

　　ていただきます。

【 代金取立手数料 】

※印は、手形期日まで当組合で保管する場合

【 その他諸手数料 】

【 法人IB月額手数料 】

手数料にはいずれも１０％の消費税が含まれております。

(令和6年9月1日現在)

ＮＯ.１/２

種別 利用区分 当JA自店舗宛 当JA他店舗宛 県内外JA宛 他金融機関宛

Ａ
Ｔ
Ｍ
ご
利
用

カ
ー

ド

３万円以上 無料

〔手　数　料　一　覧　表〕

８８０円

３万円未満 ２２０円 ３３０円 ４４０円 ６６０円

３万円以上 ４４０円 ５５０円 ６６０円

２２０円 ３３０円 ５５０円

３万円未満 無料 １１０円 ２２０円 ３３０円

現
金

３万円以上 無料 ３３０円 ３３０円 ６６０円

３万円未満 無料 １１０円 ２２０円 ４４０円

ネットバンク

（個人）

３万円以上 無料 無料 ２２０円 ３３０円

３万円未満 無料 無料 １１０円 ２２０円

ネットバンク

（法人）

３万円以上 無料 無料 ２２０円 ３３０円

３万円未満 無料 無料 １１０円 ２２０円

送金手数料 - ４４０円 ６６０円 ６６０円

振
込
手
数
料

窓口ご利用
(電信扱・文書扱)

自己宛小切手
１枚 ５５０円

　　　1枚～50枚 無料

発行手数料 　　51枚～500枚 ５５０円

小切手帳 １冊（５０枚綴） １，１００円 　501枚～1,000枚 １，１００円

約束手形帳 １冊（２５枚綴） ８８０円 　1,001枚以上　500枚毎 ５５０円加算

為替手形帳 １冊（２５枚綴） ８８０円

マル専約束手形
手形用紙１枚 ８８０円

（取扱手数料１契約） （３,３００円）

残高証明書
発行手数料

定型１通
随時 ７７０円

継続 ４４０円

定型外・監査法人１通 ２，２００円

取引履歴明細表 １通 ５５０円

融資利息証明書 １通 ５５０円

再発行に関する 通帳・証書　１冊（枚） １，１００円

　手数料 キャッシュカード　１枚 １，１００円

 監査法人：監査法人・会計監査人の特定様式で証明書を発行する場合。

当JA宛・東京交換※  ３３０円　

個別取立（普通） ８８０円　

個別取立（至急） 1,100円　

東京交換以外 ８８０円　

送金・振込の組戻料 ８８０円

不渡手形返却料 ８８０円

照会・振込サービス月額手数料 1,100円 取立手形組戻料 ８８０円

データ伝送サービス月額手数料 2,200円 取立手形店頭呈示料 実費＋８８0円
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【 賃貸住宅ローン・住宅ローン 】

JAネットバンクご利用での住宅ローン一部返済手数料は無料となります。

【 その他ローン 】

農業・災害資金は、お取扱いが異なる場合があります。

【 カードローン関係 】

ＮＯ.２/２

変動金利 固定金利

期間中 期間中 終了時

全額繰上返済

３３，０００円 ３３，０００円 ５，５００円一部繰上返済

その他条件変更

全額繰上返済 　５，５００円

一部繰上返済 　５，５００円

その他条件変更 　５，５００円

【 不動産担保貸付事務取扱手数料 】

一般融資
協同住宅ローン㈱または

千葉県農業信用基金協会
による保証付住宅ローン

全国保証㈱による
保証付住宅ローン

新規取扱い
1件あたり5,000万円

を超えるもの
１６５，０００円

８８，０００円 １１０，０００円
＊新規取扱い

1件あたり5,000万
円以下のもの

＊８８，０００円

 カードローン口座開設手数料 1,100円

 カード発行・再発行１枚 1,100円

ＪＡ市原市  
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≪共済事業≫ 

 

 JA 共済は、JA が行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の皆さま

の生活を取り巻くさまざまなリスクに対して経済的な損失を補い、生活の安定を図る相

互扶助(助け合い)の保障制度です。事業実施当初から生命保障と損害保障の両立を実施

しており、個人の日常生活のうえで必要とされるさまざまな保障・ニーズにお応えでき

ます。 

 JA 共済では「ひと」「いえ」「くるま」「農業」のバランスの取れた総合保障の提供を

通じて利用者満足度の向上に取り組んでいます。 

 

○ JA 共済の保障ラインナップ  

「ひと」の保障 なないろデザインの 7 つの保障分野 

万一 

の 

備え 

終身共済 

・一生涯にわたって万一の保障を確保できます。 

・相続対策に役立つ「一時払終身共済（平成 28.10）」や

健康に不安のある方もご加入しやすい「引受緩和型終身

共済」も取り揃えてあります。 

養老生命共済 

・貯蓄しながら備えられる万一の保障です。満期時にはま

とまった満期共済金をお受け取りいただけます。 

・まとまった資金を増やして備える「一時払養老生命共済」

は着実な資金作りに役立ちます。 

定期生命共済 

・お手頃な共済掛金で万一の保障をしっかり準備できます。 

・ライフステージに応じて保障金額を逓減させることで、

お手頃な共済掛金で必要十分な保障が準備できる逓減期

間設定型「みちびき」もあります。 

医療・ 

がん 

の 

備え 

医療共済 

・「医療共済メディフル」は日帰り入院からまとまった一時

金が受け取れる充実の医療保障です。健康を維持した場

合に健康祝い金が受け取れるプランもあります。 

・健康に不安のある方もご加入しやすい「引受緩和型医療

共済」もあります。 

がん共済 

・上皮内がんを含むさまざまな「がん」や脳腫瘍に対し、

入院・手術・放射線治療はもちろん、抗がん剤治療やホ

ルモン剤治療、がん性疼痛等の緩和のための在宅医療な

ど幅広く保障します。 

三大 

疾病 

などの 

備え 

特定重度疾病共済 

【そなエール】 

・三大疾病（がん・急性心筋梗塞・脳卒中）に加えて、三

大疾病以外の「心・血管疾患」や「脳血管疾患」、さらに

は「その他の生活習慣病」まで幅広く保障します。 

・継続的な治療によるさまざまな経済的負担に備えられる

よう、まとまった一時金で受け取れます。 

就労 

不能の 

備え 

生活障害共済 

【ささエール】 

・公的な制度である身体障害者手帳制度と連動したわかり

やすい保障です。 

・身体障害状態を幅広く保障します。原因が病気かケガか

を問わず保障します。 

・一時的支出に備えられる「一時金型」、収入の減少や支出

の増加に備えられる「定期年金型」のプランを選べます。 
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介護・ 

認知症 

の備え 

介護共済 

・一生涯にわたって備えられる介護保障で不安の高まる高

齢期も安心です。 

・公的介護保険制度に連動したわかりやすい保障です。 

・「一時払介護共済」は手厚い介護保障に加えて死亡共済金

等の非課税枠が設けられており、相続税額を軽減できる

場合があります。相続対策にもご活用できます。 

認知症共済 
・一生涯にわたって備えられる認知症の保障です。 

・認知症はもちろん、認知症の前段階の「軽度認知障害

（MCI）」まで幅広く保障します。 

老後 

資金の 

備え 

予定利率変動型年金共済 

【ライフロード】 

・毎年(毎月)の共済掛金で老後の生活資金が積立感覚で準備

できます。また、年金額の増加が期待でき、一度増加した

年金額は減りません。 

学資金

の 

備え 
こども共済 

・学資金のお受取りは、進学時期に合わせた中学・高校・

大学プランからお選びいただけます。 

・高い貯蓄性と保障がバランスよく備わっていて、効率的

に資金準備できます。 

 

「いえ」の保障  

建物更生共済 

【むてきプラス】 

・火災はもちろん、台風や地震などの自然災害から、大切

な建物や家財をお守りします。 

・火災や自然災害によるケガにも備えられます。 

火災共済 ・火災に対する損害を保障します。 

 

「くるま」の保障 

自動車共済 

【クルマスター】 

・「クルマスター」は、3 つの充実保障(相手方への保障・ご

自身とご家族の保障・お車の保障)で自動車事故のリスク

を幅広くカバーします。 

・24 時間・365 日の事故受付、「レッカー・ロードサービ

ス」の他、「夜間休日現場急行サービス」、「夜間休日初期

対応サービス」など、充実のサービスで安心です。 

 

「農業者向けの保障」「その他の保障」 

農業者賠償責任共済 

【ファーマスト】 

・農業に関する幅広い賠償責任をカバーします。 

傷害共済 
・日常のさまざまな災害による死亡やケガを保障します。 

・さまざまなアクシデントに備えて選べる 8 つのプランを

ご用意しております。 

賠償責任共済 

・「賠償責任共済」は、日本国内で発生した日常のさまざま

リスクにしっかり対応します。 

・自転車利用中の事故により他人にケガをさせてしまった場

合などの損害を賠償できる共済加入が義務化されていま

す。「賠償責任共済」で備えることができます。 

 

※詳しい内容は、ＪＡの担当者にお問い合わせください。また、JA 共済アプリ、Web

マイページ、JA 市原市ホームページからも詳細の閲覧をすることができます。 
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○ JA 共済の仕組み 

 JA 共済は、平成 17 年 4 月 1 日から、JA と JA 共済連が共同で共済契約をお引き

受けしています。JA と JA 共済連がそれぞれの役割を担い、組合員・利用者の皆さま

に密着した生活総合保障活動を行っています。 

 

組合員・利用者                     Ｊ Ａ 

の皆さま          共済契約          ＋ 

                               ＪＡ共済連 

 

J       A  ： JA 共済の窓口です。 

J A 共済連   ： JA 共済事業の企画・仕組開発・資産運用業務や支払共済金にかかる 

         準備金の積み立てなどを行っています。 

 

 

 

≪農業関連事業≫ 

 

＜販売事業＞ 

 生産者から消費者へ「安全・安心」な農畜産物を提供する事業です。市原市特産の 

大根や梨は、共同選果施設で卸売市場向けを中心に販売業務を行っております。また、

各生産組合の販路拡大に向け、全農と連携し農家所得向上のため取組みを行っておりま

す。令和７年産米においては昨年からの米価上昇情勢を考慮した中、全量買取を行い、

高値販売に努め、生産者の所得向上に寄与しました。野菜では関係各所と協力し、品質

向上・収量増加・生産技術向上・知識向上に向けた講習会・研修会の開催や有利販売に

繋げるイベント開催に努めました 

 

＜購買事業＞ 

 購買事業では生産コストの低減を目指した生産資材・省力化資材の提案・供給をはじ

め、相談力の強化に取り組んでいます。また、農畜産物の生産に係る品目を幅広く取り

そろえるとともに、組合員・利用者が安心して暮らせる生活用品を提供しています。 

 また、近年増加傾向にある大規模生産者に対応した、水稲肥料・除草剤の普及拡大に

努めています。 

 

＜指導・生活相談事業＞ 

 指導事業において、高温等の影響から病害虫の発生が多く、水稲出荷者等への全戸訪

問等情報発信と指導に努めました。また、梨生産における花粉の確保事業の継続実施、

ET 事業(和牛受精卵移植)による和牛の安定生産に寄与しました。 
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 生活事業については、組合員を中心とした定期健康診断や巡回人間ドックを行い組合

員の健康増進に寄与しました。また女性組織活動の活性化を目指し年 2 回（春・秋）農

家レストラン「おもいでの家」の活動を支援しました。 

 利用事業については、育苗センター3 か所、ライスセンター2 か所を運営し組合員の 

支援を行っております。 

  

 

≪生活関連事業≫ 

 

＜直売事業＞ 

店舗事業では農産物直売所として市内に２店舗を展開し、消費者へ安全・安心な市内

農畜産物を提供。農業生産者へ販売先を提供することで農業所得の向上に寄与していま

す。「地産地消」に積極的に取り組み、米をはじめとした新鮮で安心・安全な農畜産物

を販売し多くの方々にご利用いただいています。 

 

＜石油（ＪＡ－ＳＳ）事業＞ 

「養老給油所」「セルフ SS ジャスポート高滝」の市内 2 店舗においては、「誰でも安

心してご利用いただける、地域に愛されるサービスステーション」をめざしております。 

 

＜葬祭事業＞  

組合員および地域の皆さま信頼と安心感を与えるよう、まごころのサービス（気配

り・目配り・心配り）を心がけ、安価で確実な葬儀施行に努めています。 

 

 

（株）市原市農協サービス 

 

≪資産管理センター≫ 

 

 組合員の資産の保全、有効利用及び賃貸住宅の管理並びに不動産の売買、仲介斡旋を

行うとともに、地域社会の発展を目指し取り組みをすすめております。 
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（２）系統セーフティネット（貯金者保護の取り組み） 

 
当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公

的制度である「貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）」との２重のセー

フティネットで守られています。 
 ◇「ＪＡバンクシステム」の仕組み 
   組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再

編強化法（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及

び強化に関する法律）」に則り、ＪＡバンク会員（ＪＡ・信連・農林中金）総意

のもと「ＪＡバンク基本方針」に基づき、ＪＡ・信連・農林中金が一体的に取

り組む仕組みを「ＪＡバンクシステム」といいます。 
   「ＪＡバンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止

システム」と、スケールメリットときめ細かい顧客接点を生かした金融サービ

スの提供の充実・強化を目指す「一体的事業運営」の２つの柱で成り立ってい

ます。 
 ◇「破綻未然防止システム」の機能 

「破綻防止システム」は、ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破綻

を未然に防止するためのＪＡバンク独自の制度です。具体的には、（１）個々の

ＪＡ等の経営状況についてチェック（モニタリング）を行い、問題点を早期に

発見、（２）経営破綻に至らないよう、早め早めに経営改善等を実施、（３）全

国のＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク支援基金※」等を活用し、個々のＪＡ

の経営健全性維持のために必要な資本注入などの支援を行います。 
  ※2024 年 3 月末における残高は 1,651 億円となっています。 
 ◇「一体的な事業運営」の実施 
   良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・

提案力の強化、共同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確

立等の一体的な事業運営の取り組みをしています。 
 ◇貯金保険制度 
   貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなっ

た場合などに、貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信

用秩序の維持に資することを目的とする制度で、銀行、信金、信組、労金など

が加入する「預金保険制度」と同様な制度です。  
なお、この制度を運営する貯金保険機構（農水産業協同組合貯金保険機構） 

の責任準備金残高は、2024 年 3 月末現在で 4,785 億円となっています。 
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